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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　工具を装着した工具ホルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備えた工作機械であって、
　前記主軸の回転時に前記工具の振れを測定する光学センサ及び前記主軸の振動を測定す
る振動センサを含み、前記主軸の回転軸に対する前記主軸、前記工具ホルダ及び前記工具
で構成される回転系の振れを測定する振れセンサと、
　前記工具ホルダを前記主軸に対して異なる位相で装着する位相制御機構と、を有し、
　前記位相制御機構が、二以上の異なる位相において測定した前記回転系の振れを比較し
、該振れが最小となる位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する振れ修正機構を備え、
　前記光学センサで測定した前記工具の振れが最小となる位相と前記振動センサで測定し
た前記主軸の振動が最小となる位相が異なる場合に、
　前記振れ修正機構は、前記工具の振れ及び前記主軸の振動の双方が許容範囲内であるか
否かを判断し、一の位相のみが該条件を満たすときには該位相を前記回転系の振れが最小
となる位相であると判断し、何れの位相も該条件を満たす又は何れの位相も該条件を満た
さないときには前記工具の振れが最小となる位相を前記回転系の振れが最小となる位相で
あると判断することを特徴とする工作機械。
【請求項２】
　工具を装着した工具ホルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備えた工作機械であって、
　前記主軸の回転時に、前記主軸の回転軸に対する前記主軸、前記工具ホルダ及び前記工
具で構成される回転系の振れを測定する振れセンサと、
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　前記工具ホルダを前記主軸に対して異なる位相で装着する位相制御機構と、を有し、
　前記位相制御機構が、二以上の異なる位相において測定した前記回転系の振れを比較し
、該振れが最小となる位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する振れ修正機構を備え、
　前記振れ修正機構が、二以上の異なる位相において測定した前記回転系の振れを比較し
て該振れが最小となる位相を判断又は予測する第一の測定手段と、前記第一の測定手段で
前記振れが最小であると判断又は予測した位相を含む所定角度の範囲を前記第一の測定手
段より細かい位相差で二以上の異なる位相において前記回転系の振れを測定し、該振れを
比較して該振れが最小となる位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する第二の測定手段
と、を備えた工作機械。
【請求項３】
　工具を装着した工具ホルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備えた工作機械であって、
　前記主軸の回転時に、前記主軸の回転軸に対する前記主軸、前記工具ホルダ及び前記工
具で構成される回転系の振れとして、前記工具の振れを測定する振れセンサと、
　前記工具ホルダを前記主軸に対して異なる位相で装着する位相制御機構と、を有し、
　前記位相制御機構が、二以上の異なる位相において測定した前記工具の振れを比較し、
該振れが最小となる位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する振れ修正機構を備え、
　前記振れ修正機構が、測定した前記工具の振れに基づいて前記主軸の回転軸に対する前
記工具の偏芯方向を割り出し、前記工具の振れが最小となる位相を予測する手段を備えた
工作機械。
【請求項４】
　前記振れ修正機構が、前記主軸に対する前記工具ホルダの位相を変えて前記回転系の振
れを測定する回数で３６０°を等分した所定角度ずつ前記工具ホルダの位相を変えて前記
回転系の振れを測定する請求項１乃至３の何れか一項に記載の工作機械。
【請求項５】
　工具を装着した工具ホルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備え、
　前記主軸の回転時に、前記主軸の回転軸に対する前記主軸、前記工具ホルダ及び前記工
具で構成される回転系の振れを測定する振れセンサと、
　前記工具ホルダを前記主軸に対して異なる位相で装着する位相制御機構と、を有する工
作機械を用いた工具の振れ又は／及び前記主軸の振動の修正方法であって、
　前記工具ホルダを前記主軸に対して二以上の異なる位相で装着し、それぞれの位相にお
いて前記回転系の振れを測定する振れ測定工程と、
　それぞれの位相において測定した前記回転系の振れを比較する振れ比較工程と、
　前記回転系の振れが最小となる位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する振れ修正工
程と、を有し、
　前記比較工程が、前記測定工程において最初に測定した計測値を位相と共に記憶する工
程と、前記測定工程において異なる位相で測定した計測値を記憶されている前記計測値と
比較し、測定した該計測値が記憶されている前記計測値より小さいときに測定した該計測
値を位相と共に置き換えて記憶する工程と、を備え、
　前記測定工程と前記比較工程を所定回数繰り返したときに、計測値と共に記憶されてい
る位相を前記回転系の振れが最小となる位相であると判断する振れ修正方法。
【請求項６】
　前記振れ比較工程が、それぞれの位相において測定した前記回転系の振れを予め定めた
振れの許容値と比較する工程を備え、
　該工程で比較した前記回転系の振れが全ての位相において前記許容値を上回った場合に
、前記工具ホルダから前記工具を取り外し、前記工具ホルダに対して前記工具の位相を変
えて該工具を装着する工具位相変更工程を有し、
　前記回転系の振れが前記許容値以下になるまで前記工具位相変更工程と、前記振れ測定
工程と、前記振れ比較工程と、を繰り返すことを特徴とする請求項５に記載の振れ修正方
法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、工具を装着した工具ホルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備えた工作機械
に関し、特に、主軸の回転軸に対する工具の振れを自動的に修正することができる工作機
械及び工具の振れ修正方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、工作機械の主軸に取り付けた工具の交換を行う自動工具交換装置において、主軸
に取り付けた工具の芯振れを検出するための検出手段として、接触式の電気マイクロメー
タなどを備えたものが知られている（例えば、特許文献１参照）。特許文献１に記載の工
作機械は、主軸に取り付けた工具の芯振れを検出し、工具が精度よく主軸に取り付けられ
ていないと判断された場合には工具の再取り付けが行われ、工具が精度よく主軸に取り付
けられていると判断された場合には加工を行う。
【０００３】
　近年、マシニングセンタなどの工作機械では、工具の長寿命化や加工面精度の更なる向
上が要求されている。しかし、一般的なマシニングセンタとして普及している工具を装着
した工具ホルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備えた工作機械では、工具を工具ホルダ
に装着する際に生じるズレ及び工具ホルダを主軸に装着する際に生じるズレが重畳されて
工具の芯振れが大きくなることがある。
【０００４】
　この工作機械で高度な面精度を要求される加工を行う場合には、工具ホルダに工具を装
着した後、主軸に該工具ホルダを取り付け、工具の芯振れを検出するための検出手段を用
いて工具の芯振れを確認している。検出した工具の芯振れが目標値より大きい場合には、
ａ）工具を工具ホルダから取り外して工具の取り付け位相を変更するか、ｂ）工具ホルダ
を主軸から取り外して工具ホルダの取り付け位相を変更し、再度工具の芯振れを確認して
いる。検出した工具の芯振れが目標値に収まるまでこの手順を繰り返し、工具の芯振れが
目標値に収まった状態で加工を行っている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１－２２２８４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載の工作機械は、主軸に取り付けた工具の芯振れを検出し、この芯振れ
が一定の範囲を超えた場合に、工具が精度よく主軸に取り付けられていない状態であると
判断し、精度が悪い状態での加工を行わないようにすることはできる。しかし、特許文献
１に記載の工作機械は、自動工具交換装置による主軸への工具の装着不良を検出し、工具
の再取り付けによって装着不良を解消するものに過ぎないので、工具の芯振れを更に小さ
くすることができるように、高精度に工具を主軸に装着することはできないという課題が
あった。
【０００７】
　また、工具の芯振れを検出し、検出した工具の芯振れが目標値より大きい場合に、ａ）
工具を工具ホルダから取り外して工具の取り付け位相を変更するか、ｂ）工具ホルダを主
軸から取り外して工具ホルダの取り付け位相を変更し、検出した工具の芯振れが目標値に
収まるまでこの手順を繰り返すことによって工具の芯振れを更に小さくすることはできる
が、工具の取り付けに多大な労力を要するという問題があった。また、この手法では、検
出した工具の芯振れが目標値に収まるまで必要な手順を繰り返すだけなので、目標値を高
く設定すると工具の取り付けに要する労力が大きくなり、目標値を低く設定すると工具の
取り付け精度が低下するという問題があった。
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【０００８】
　そこで、本発明は、工具を装着した工具ホルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備えた
工作機械において、主軸の回転軸に対する工具の振れを自動的に修正して工具の高精度な
取り付けを可能にする工作機械及び工具の振れ修正方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、上記課題を解決するために、工具を装着した工具ホルダを主軸に自動着脱す
る着脱機構を備えた工作機械であって、前記主軸の回転時に、前記主軸の回転軸に対する
前記主軸、前記工具ホルダ及び前記工具で構成される回転系の振れを測定する振れセンサ
と、前記工具ホルダを前記主軸に対して異なる位相で装着する位相制御機構と、を有し、
前記位相制御機構が、二以上の異なる位相において測定した前記回転系の振れを比較し、
該振れが最小となる位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する振れ修正機構を備えた工
作機械を提供するものである。
【００１０】
　また、本発明の工作機械は、前記振れ修正機構が、前記主軸に対する前記工具ホルダの
位相を変えて前記回転系の振れを測定する回数で３６０°を等分した所定角度ずつ前記工
具ホルダの位相を変えて前記回転系の振れを測定するものである。
【００１１】
　また、本発明の工作機械は、前記振れセンサが、前記工具の振れを測定する光学センサ
又は／及び前記主軸の振動を測定する振動センサを含むものである。
【００１２】
　また、本発明の工作機械は、前記光学センサで測定した前記工具の振れが最小となる位
相と前記振動センサで測定した前記主軸の振動が最小となる位相が異なる場合に、前記振
れ修正機構は、前記工具の振れ及び前記主軸の振動の双方が許容範囲内であるか否かを判
断し、一の位相のみが該条件を満たすときには該位相を前記回転系の振れ及び振動が最小
となる位相であると判断し、何れの位相も該条件を満たす又は何れの位相も該条件を満た
さないときには前記工具の振れが最小となる位相を前記回転系の振れ及び振動が最小とな
る位相であると判断することを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明の工作機械は、前記振れ修正機構が、測定した前記回転系の振れに基づい
て前記主軸の回転軸に対する前記工具ホルダ及び前記工具の偏芯方向を割り出し、前記回
転系の振れが最小となる位相を予測する手段を備えたものである。
【００１４】
　また、本発明の工作機械は、前記回転系の振れが前記工具の振れであることを特徴とす
る。
【００１５】
　また、本発明の工作機械は、前記振れ修正機構が、二以上の異なる位相において測定し
た前記回転系の振れを比較して該振れが最小となる位相を判断又は予測する第一の測定手
段と、前記第一の測定手段で前記振れが最小であると判断又は予測した位相を含む所定角
度の範囲を前記第一の測定手段より細かい位相差で二以上の異なる位相において前記回転
系の振れを測定し、該振れを比較して該振れが最小となる位相で前記工具ホルダを前記主
軸に装着する第二の測定手段と、を備えたものである。
【００１６】
　また、本発明は、上記の工作機械を用いた工具の振れ又は／及び前記主軸の振動の修正
方法であって、前記工具ホルダを前記主軸に対して二以上の異なる位相で装着し、それぞ
れの位相において前記回転系の振れを測定する振れ測定工程と、それぞれの位相において
測定した前記回転系の振れを比較する振れ比較工程と、前記回転系の振れが最小となる位
相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する振れ修正工程と、を有する振れ修正方法を提供
するものである。
【００１７】
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　また、本発明の振れ修正方法は、前記振れ比較工程が、それぞれの位相において測定し
た前記回転系の振れを予め定めた振れの許容値と比較する工程を備え、前記振れ修正工程
が、前記回転系の振れが前記許容値以下になった位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着
することを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明の振れ修正方法は、前記振れ比較工程が、それぞれの位相において測定し
た前記回転系の振れを予め定めた振れの許容値と比較する工程を備え、該工程で比較した
前記回転系の振れが全ての位相において前記許容値を上回った場合に、前記工具ホルダか
ら前記工具を取り外し、前記工具ホルダに対して前記工具の位相を変えて該工具を装着す
る工具位相変更工程を有し、前記回転系の振れが前記許容値以下になるまで前記工具位相
変更工程と、前記振れ測定工程と、前記振れ比較工程と、を繰り返すことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の工作機械は、工具を装着した工具ホルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備え
た工作機械であって、前記主軸の回転時に、前記主軸の回転軸に対する前記主軸、前記工
具ホルダ及び前記工具で構成される回転系の振れを測定する振れセンサと、前記工具ホル
ダを前記主軸に対して異なる位相で装着する位相制御機構と、を有し、前記位相制御機構
が、二以上の異なる位相において測定した前記回転系の振れを比較し、該振れが最小とな
る位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する振れ修正機構を備えた構成を有することに
より、主軸と工具ホルダの関係において工具又は回転系の振れが最小になる工具ホルダの
位相を自動的に検出することができ、工具又は回転系の振れが最も小さくなる位相で工具
ホルダを自動的に装着することができる効果がある。
【００２０】
　また、本発明は、一般的なマシニングセンタとして普及している工具を装着した工具ホ
ルダを主軸に自動着脱する着脱機構を備えた工作機械であっても、工具を工具ホルダに装
着する際に生じるズレと、工具ホルダを主軸に装着する際に生じるズレとが打ち消し合う
位相で工具ホルダを主軸に装着することができるから、工具の芯振れを抑制して高精度の
加工が可能になる。
【００２１】
　また、本発明の工作機械は、前記振れ修正機構が、前記主軸に対する前記工具ホルダの
位相を変えて前記回転系の振れを測定する回数で３６０°を等分した所定角度ずつ前記工
具ホルダの位相を変えて前記回転系の振れを測定することにより、工具又は回転系の振れ
が最も小さくなる位相を確実に検出することができる効果がある。
【００２２】
　また、本発明の工作機械は、前記振れセンサが、前記工具の振れを測定する光学センサ
又は／及び前記主軸の振動を測定する振動センサを含むことにより、光学センサで工具の
振れを直接的に測定することができ、振動センサで工具の振れや回転系のアンバランスに
よる振動を測定することができる効果がある。
【００２３】
　また、本発明の工作機械は、前記光学センサで測定した前記工具の振れが最小となる位
相と前記振動センサで測定した前記主軸の振動が最小となる位相が異なる場合に、前記振
れ修正機構は、前記工具の振れ及び前記主軸の振動の双方が許容範囲内であるか否かを判
断し、一の位相のみが該条件を満たすときには該位相を前記回転系の振れ及び振動が最小
となる位相であると判断し、何れの位相も該条件を満たす又は何れの位相も該条件を満た
さないときには前記工具の振れが最小となる位相を前記回転系の振れ及び振動が最小とな
る位相であると判断することにより、工具の振れが小さく、且つ回転系の振動が小さい位
相を検出することができるから、回転系のバランスを適切に保つことができ、主軸への負
担を軽減して高精度の加工を行うことができる効果がある。
【００２４】
　また、本発明の工作機械は、前記振れ修正機構が、測定した前記回転系の振れに基づい
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て前記主軸の回転軸に対する前記工具ホルダ及び前記工具の偏芯方向を割り出し、前記回
転系の振れが最小となる位相を予測する手段を備えたことにより、少ない測定回数によっ
て迅速に工具又は回転系の振れが最小になる工具ホルダの位相を検出することができる効
果がある。
【００２５】
　また、本発明の工作機械は、前記回転系の振れが前記工具の振れであることにより、工
具の振れが最も小さくなる位相で工具ホルダを自動的に装着することができるから、工具
の芯振れを抑制して高精度の加工を行うことができる効果がある。
【００２６】
　また、本発明の工作機械は、前記振れ修正機構が、二以上の異なる位相において測定し
た前記回転系の振れを比較して該振れが最小となる位相を判断又は予測する第一の測定手
段と、前記第一の測定手段で前記振れが最小であると判断又は予測した位相を含む所定角
度の範囲を前記第一の測定手段より細かい位相差で二以上の異なる位相において前記回転
系の振れを測定し、該振れを比較して該振れが最小となる位相で前記工具ホルダを前記主
軸に装着する第二の測定手段と、を備えたことにより、工具又は回転系の振れが最小にな
る工具ホルダの位相を迅速且つ確実に検出することができるから、工具の振れ又は／及び
主軸の振動の修正プロセスの効率向上と加工精度の向上を両立させることができる効果が
ある。
【００２７】
　また、本発明は、上記の工作機械を用いた工具の振れ又は／及び前記主軸の振動の修正
方法であって、前記工具ホルダを前記主軸に対して二以上の異なる位相で装着し、それぞ
れの位相において前記回転系の振れを測定する振れ測定工程と、それぞれの位相において
測定した前記回転系の振れを比較する振れ比較工程と、前記回転系の振れが最小となる位
相で前記工具ホルダを前記主軸に装着する振れ修正工程と、を有することにより、主軸と
工具ホルダの関係において工具又は回転系の振れが最小になる工具ホルダの位相を自動的
に検出することができ、工具又は回転系の振れが最も小さくなる位相で工具ホルダを自動
的に装着することができる効果がある。
【００２８】
　また、本発明の振れ修正方法は、前記振れ比較工程が、それぞれの位相において測定し
た前記回転系の振れを予め定めた振れの許容値と比較する工程を備え、前記振れ修正工程
が、前記回転系の振れが前記許容値以下になった位相で前記工具ホルダを前記主軸に装着
することにより、回転系の振れを許容値以下に抑えつつ、迅速に工具の振れを修正するこ
とができる効果がある。
【００２９】
　また、本発明の振れ修正方法は、前記振れ比較工程が、それぞれの位相において測定し
た前記回転系の振れを予め定めた振れの許容値と比較する工程を備え、該工程で比較した
前記回転系の振れが全ての位相において前記許容値を上回った場合に、前記工具ホルダか
ら前記工具を取り外し、前記工具ホルダに対して前記工具の位相を変えて該工具を装着す
る工具位相変更工程を有し、前記回転系の振れが前記許容値以下になるまで前記工具位相
変更工程と、前記振れ測定工程と、前記振れ比較工程と、を繰り返すことにより、更に工
具又は回転系の振れを小さくすることができ、より高い精度の加工を行うことができる効
果がある。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明に係る工作機械の一実施例を示す斜視図。
【図２】本発明に係る振れ修正方法の一実施例を示すフローチャート。
【図３（ａ）】低速・高速回転での工具振れ原因の一例を示す断面図。
【図３（ｂ）】工具振れ修正後の状態を示す断面図。
【図４（ａ）】低速・高速回転での工具振れ原因の他の例を示す断面図。
【図４（ｂ）】工具振れ修正後の状態を示す断面図。
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【図５（ａ）】低速・高速回転での工具振れ原因の他の例を示す断面図。
【図５（ｂ）】工具振れ修正後の状態を示す断面図。
【図６（ａ）】高速回転での工具振れ原因の一例を示す断面図。
【図６（ｂ）】工具振れ修正後の状態を示す断面図。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　本発明の実施の形態を図示する実施例に基づいて説明する。
　本発明は、工具６を装着した工具ホルダ５を主軸３に自動着脱する着脱機構７を備えた
工作機械１であって、前記主軸３の回転時に、前記主軸３の回転軸３ａに対する前記主軸
３、前記工具ホルダ５及び前記工具６で構成される回転系Ｒの振れを測定する振れセンサ
１０と、前記工具ホルダ５を前記主軸３に対して異なる位相で装着する位相制御機構と、
を有し、前記位相制御機構が、二以上の異なる位相において測定した前記回転系Ｒの振れ
を比較し、該振れが最小となる位相で前記工具ホルダ５を前記主軸３に装着する振れ修正
機構を備えている。ここで、回転系Ｒの振れには、工具６の振れと主軸３の振動が含まれ
る。
【００３２】
　図３（ａ）に示すように、工具ホルダ５は回転軸を中心とした回転体形状を成し、工具
ホルダ５の先端部には工具６を嵌合して装着する工具クランプ部５１が形成され、工具ホ
ルダ５の後端部には主軸３の主軸テーパー部３１に嵌合して主軸３に装着されるホルダテ
ーパー部５２が形成されている。
【００３３】
　本願の発明者らは、工作機械１における工具６の先端振れの主な要因を以下の４つに分
類し、これらの振れが最小となるような主軸３に対する工具ホルダ５の位相を自動的に検
出することにより、工具６又は回転系Ｒの振れが最も小さくなる位相で工具ホルダ５を自
動的に装着することができると考えた。
【００３４】
　工作機械１において、低速回転領域を含む主軸３の回転時における工具６の先端振れが
発生する個別の要素としては、主軸３に起因するものとして、
（Ａ）主軸中心の振れ回り（主軸の軸受回転精度などによる自転・公転軸のズレ）
（Ｂ）主軸中心と主軸テーパー部の芯ズレ
（Ｃ）主軸中心と主軸テーパー部の角度差
が挙げられ、工具ホルダ５に起因するものとして、
（Ｄ）ホルダテーパー部と工具クランプ部の芯ズレ
（Ｅ）ホルダテーパー部と工具クランプ部の角度差
が挙げられ、工具６に起因するものとして、
（Ｆ）工具の形状精度
が挙げられる。これら個別要素の組み合わせとして、主軸３の低速・高速回転時における
工具６の先端振れの主な要因は以下の３つに分類される。
【００３５】
　図３（ａ）に示すように、主軸３の回転軸３ａである主軸中心と、主軸テーパー部３１
の形状中心である主軸テーパー中心が完全に一致しないことによる主軸中心と主軸テーパ
ー部の芯ズレ（Ｂ）が生じる。また、工具ホルダ５において、ホルダテーパー部５２の形
状中心と工具クランプ部５１の形状中心が完全に一致しないことによるホルダテーパー部
と工具クランプ部の芯ズレ（Ｄ）が生じる。この主軸中心と主軸テーパー部の芯ズレ（Ｂ
）と、ホルダテーパー部と工具クランプ部の芯ズレ（Ｄ）との組み合わせによって、工具
６の先端振れが発生する。図３（ａ）に示すように、芯ズレ（Ｂ）と芯ズレ（Ｄ）が重畳
される位相で工具ホルダ５が主軸３に装着されると工具６の先端振れが最大となり、図３
（ｂ）に示すように、芯ズレ（Ｂ）と芯ズレ（Ｄ）が打ち消し合う位相で工具ホルダ５が
主軸３に装着されると工具６の先端振れが最小となる。なお、各ズレの大きさは、説明の
ために拡大して描画している。
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【００３６】
　図４（ａ）に示すように、主軸３の回転軸３ａである主軸中心と、主軸テーパー部３１
の形状中心である主軸テーパー中心の方向が完全に一致しないことによる主軸中心と主軸
テーパー部の角度差（Ｃ）が生じる。また、工具ホルダ５において、ホルダテーパー部５
２の形状中心と工具クランプ部５１の形状中心の方向が完全に一致しないことによるホル
ダテーパー部と工具クランプ部の角度差（Ｅ）が生じる。この主軸中心と主軸テーパー部
の角度差（Ｃ）と、ホルダテーパー部と工具クランプ部の角度差（Ｅ）との組み合わせに
よって、工具６の先端振れが発生する。図４（ａ）に示すように、角度差（Ｃ）と角度差
（Ｅ）が重畳される位相で工具ホルダ５が主軸３に装着されると工具６の先端振れが最大
となり、図４（ｂ）に示すように、角度差（Ｃ）と角度差（Ｅ）が打ち消し合う位相で工
具ホルダ５が主軸３に装着されると工具６の先端振れが最小となる。
【００３７】
　図５（ａ）に示すように、主軸３の回転軸３ａと主軸中心が完全に一致しないことによ
る主軸中心の振れ回り（Ａ）が生じる。また、工具６において、工具の形状精度によるズ
レ（Ｆ）が生じる。この主軸中心の振れ回り（Ａ）と、工具の形状精度によるズレ（Ｆ）
との組み合わせによって、工具６の先端振れが発生する。図５（ａ）に示すように、主軸
中心の振れ回り（Ａ）と工具の形状精度によるズレ（Ｆ）が重畳される位相で工具ホルダ
５が主軸３に装着されると工具６の先端振れが最大となり、図５（ｂ）に示すように、主
軸中心の振れ回り（Ａ）と工具の形状精度によるズレ（Ｆ）が打ち消し合う位相で工具ホ
ルダ５が主軸３に装着されると工具６の先端振れが最小となる。
【００３８】
　上記の主軸３の低速・高速回転時における工具６の先端振れに加えて、主軸３の高速回
転時には、主軸３、工具ホルダ５及び工具６で構成される回転系Ｒのアンバランスによる
遠心力の影響が大きくなり、全体の振れ回り量が増大する。回転系Ｒのアンバランスの要
因としては、上記（Ａ）～（Ｆ）の形状的な精度の他に、主軸３、工具ホルダ５又は工具
６の材料不均一などが影響し、工具６の先端振れが発生する。図６（ａ）に示すように、
主軸３の回転軸３ａに対する主軸３の重心３ｃのズレと工具ホルダ５及び工具６の重心５
ｃのズレが重畳される位相で工具ホルダ５が主軸３に装着されるとアンバランスが最大と
なり、主軸３の振動の原因となる。一方、図６（ｂ）に示すように、主軸３の回転軸３ａ
に対する主軸３の重心３ｃのズレと工具ホルダ５及び工具６の重心５ｃのズレが打ち消し
合う位相で工具ホルダ５が主軸３に装着されるとアンバランスが最小となる。
【実施例１】
【００３９】
　図１は、本発明に係る工作機械１の一実施例を示す斜視図である。
　図１に示す実施例において、工作機械１はマシニングセンタであり、ワークを載置する
テーブル２と、工具６を装着した工具ホルダ５を装着する主軸３と、主軸３を回転自在に
支持する主軸ハウジング４と、を有する。テーブル２は、Ｘ軸方向及びＹ軸方向に駆動さ
れ、主軸ハウジング４はＺ軸方向に駆動される。工作機械１は、主軸３の先端に工具ホル
ダ５を介して工具６が装着され、工具６を回転させながらワークに対してＸ，Ｙ，Ｚ軸方
向に相対移動させ、ワークを所望の形状に加工する。また、工作機械１は、図示しないが
、工具６の加工軌跡を数値制御する制御装置と、加工条件、工具交換、座標設定などの指
示を入力する操作パネルと、加工情報や位置情報などを表示するモニターを備えている。
なお、工作機械１は、図示の立形マシニングセンタに限られず、横形マシニングセンタの
他、ボール盤、中ぐり盤、フライス盤、研削盤など各種の工作機械に本発明を適用するこ
とが可能である。
【００４０】
　工作機械１は、主軸３の回転時に、主軸３の回転軸３ａに対する主軸３、工具ホルダ５
及び工具６で構成される回転系Ｒの振れを測定する振れセンサ１０と、工具ホルダ５を主
軸３に対して異なる位相で装着する位相制御機構と、を有している。位相制御機構は、制
御装置によって制御され、主軸３の割り出し機能を利用して主軸３に対する工具ホルダ５
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の位相を制御する。位相制御機構は、二以上の異なる位相において測定した回転系Ｒの振
れを比較し、該振れが最小となる位相で工具ホルダ５を主軸３に装着する振れ修正機構を
備えている。
【００４１】
　工作機械１は、工具６を装着した工具ホルダを主軸３に着脱させる着脱機構７を備えて
いる。着脱機構７は、ＡＴＣ（Ａｕｔｏ　Ｔｏｏｌ　Ｃｈａｎｇｅｒ）フィンガーなどで
構成され、図示しないが、主軸３から取り外した工具ホルダ５を収容する工具マガジンを
備えている。また、工作機械１は、位相制御機構を着脱機構７に設けてもよく、主軸３が
割り出し機能を備えていない場合でも、工具ホルダ５を主軸３に対して異なる位相で装着
することができる。位相制御機構は、例えばＡＴＣフィンガーに設けることができる。
【００４２】
　位相制御機構は、着脱機構７が工具ホルダ５を把持して主軸３から取り外したときに、
回転系Ｒの振れを測定する回数Ｎで３６０°を等分した所定角度（３６０°／Ｎ）だけ一
定方向に主軸３を回転させ、着脱機構７が工具ホルダ５を主軸３に装着したときに、主軸
３に対する工具ホルダ５の位相を所定角度（３６０°／Ｎ）だけ変えることができる。な
お、工具ホルダ５が位置決めキーを有する場合には、前記所定角度は１８０°（Ｎ＝２）
となる。工具ホルダ５が位置決めキーを有さない場合は、測定回数Ｎを２以上の任意の自
然数に設定することができる。
【００４３】
　工作機械１は、振れセンサ１０として、レーザセンサや画像センサなどによって工具６
の振れを直接的に測定する光学センサ１１と、加速度センサ、振動センサや音響センサな
どによって主軸３の振動を測定する振動センサ１２と、を備えている。図１に示す実施例
において、光学センサ１１はレーザセンサであり、テーブル２上の加工の妨げにならない
場所に設置している。光学センサ１１は、主軸３の停止時及び回転時に工具６をセンサ間
の直交する方向に移動させて工具６の両側端を検出し、停止時と回転時の幅を比較するこ
とにより、回転時の工具６の振れ幅を検出する。光学センサ１１は、加工精度に影響を与
える工具６の先端部の振れを検出することが好ましい。図３乃至図６に示すように、工具
６がボールエンドミルである場合には、先端のボール部の中心位置での振れを検出するこ
とが好ましい。
【００４４】
　振動センサ１２は、主軸ハウジング４に設置され、主軸３の振動を加速度、振幅の大き
さ、音の大きさなどで測定する。振動センサ１２の設置場所は、図１に示すように、主軸
ハウジング４の表面に限らず、主軸ハウジング４の内部に設置してもよい。１３は、Ｚ軸
方向の位置を検出する機械軸スケールであり、この機械軸スケールに振動検出機能を設け
てもよい。振れセンサ１０は、少なくとも光学センサ１１を備えていることが好ましく、
振動センサ１２の他、複数の光学センサを備えていてもよい。
【００４５】
　振れ修正機構は、工具６の振れ及び主軸３の振動に許容値を設定してもよい。実施例に
おいて、振れ修正機構は、光学センサ１１で測定した工具６の振れが最小となる位相と振
動センサ１２で測定した主軸３の振動が最小となる位相が異なる場合に、工具６の振れ及
び主軸３の振動の双方が許容範囲内であるか否かを判断し、一の位相のみが該条件を満た
すときには該位相を回転系Ｒの振れが最小となる位相であると判断し、何れの位相も該条
件を満たす又は何れの位相も該条件を満たさないときには工具６の振れが最小となる位相
を回転系Ｒの振れが最小となる位相であると判断する。また、振れ修正機構は、振動セン
サ１２で測定した主軸３の振動が許容値に収まる各位相において、光学センサ１１で測定
した工具６の振れが最小となる位相を回転系Ｒの振れが最小となる位相であると判断して
もよい。
【００４６】
　また、振れ修正機構は、測定した回転系Ｒの振れに基づいて主軸３の回転軸３ａに対す
る工具ホルダ５及び工具６の偏芯方向を割り出し、回転系Ｒの振れが最小となる位相を予
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測する手段を備えていることが好ましい。振れ修正機構は、二以上の異なる位相において
測定した回転系Ｒの振れを比較して該振れが最小となる位相を判断又は予測する第一の測
定手段と、第一の測定手段で振れが最小であると判断又は予測した位相を含む所定角度の
範囲を第一の測定手段より細かい位相差で二以上の異なる位相において回転系Ｒの振れを
測定し、該振れを比較して該振れが最小となる位相で工具ホルダ５を主軸３に装着する第
二の測定手段と、を備えた構成にすることもできる。
【００４７】
　次に、本発明に係る工作機械１を用いた工具６の振れ修正方法について説明する。図２
は、本発明に係る振れ修正方法の一実施例を示すフローチャートである。工具６の振れ修
正方法は、工具ホルダ５を主軸３に対して二以上の異なる位相で装着し、それぞれの位相
において工具６の振れを含む回転系Ｒの振れを測定する振れ測定工程と、それぞれの位相
において測定した回転系Ｒの振れを比較する振れ比較工程と、回転系Ｒの振れが最小とな
る位相で工具ホルダ５を主軸３に装着する振れ修正工程と、を有する。
【００４８】
　（１）制御装置は、工具６の振れを含む回転系Ｒの振れを測定する全計測回数をＮ（Ｎ
は２以上の自然数）に設定する。全計測回数は予め決められた回数に設定してもよく、操
作者に回数の設定を求めてもよい。制御装置は、計測回（ｎ）、主軸３の位相（ａｎｇｌ
ｅ）及び振れ・振動の大きさ（ｄａｔａ）を初期値（０）に設定する。
【００４９】
　（２）制御装置は、主軸３の位相（ａｎｇｌｅ）が３６０°×ｎ／Ｎとなる角度に主軸
３の割り出しを行う。着脱機構７は、ＡＴＣフィンガーが工具マガジンから所望の工具６
を装着した工具ホルダ５を取り出し、工具ホルダ５を主軸に装着する。ＡＴＣフィンガー
及び工具マガジンが主軸３から退避すると、振れセンサ１０が工具６の振れ及び主軸３の
振動を測定する。
【００５０】
　（３）制御装置は、計測回（ｎ）が初期値（０）のとき、振れセンサ１０が測定した計
測値を振れ・振動の大きさ（ｄａｔａ）として入力する。制御装置は、計測回（ｎ）が初
期値（０）以外のとき、振れセンサ１０が測定した計測値と、振れ・振動の大きさとして
既に入力されている値（ｄａｔａ）とを比較し、計測値が小さいときには該計測値を振れ
・振動の大きさ（ｄａｔａ）として主軸３の位相（ａｎｇｌｅ＝３６０°×ｎ／Ｎ）と共
に上書きして入力する。一方、計測値が、振れ・振動の大きさとして既に入力されている
値（ｄａｔａ）と同じか大きいときには、制御装置はｄａｔａとして入力しない。
【００５１】
　（４）制御装置は、計測回（ｎ）に「１」を加え、計測回（ｎ）と全計測回数Ｎとを比
較する。
【００５２】
　（５）計測回（ｎ）が全計測回数Ｎに達していないとき、着脱機構７は、ＡＴＣフィン
ガー及び工具マガジンを主軸３へ移動させ、ＡＴＣフィンガーが主軸３から工具ホルダ５
を取り外し、該工具ホルダ５を工具マガジンに移動させる。ＡＴＣフィンガー及び工具マ
ガジンが主軸３から退避して、上記（２）以降の工程を繰り返す。
【００５３】
　（６）計測回（ｎ）が全計測回数Ｎに達したとき、制御装置は、主軸３の位相（ａｎｇ
ｌｅ）として入力されている角度が３６０°×（ｎ－１）／Ｎであるときには、回転系Ｒ
の振れが最小となる位相で工具ホルダ５が主軸３に装着されていると判断し、主軸３への
工具６の装着を終了する。
【００５４】
　（７）計測回（ｎ）が全計測回数Ｎに達したとき、制御装置が主軸３の位相（ａｎｇｌ
ｅ）として入力されている角度が３６０°×（ｎ－１）／Ｎでないと判断したときには、
着脱機構７は、ＡＴＣフィンガー及び工具マガジンを主軸３へ移動させ、ＡＴＣフィンガ
ーが主軸３から工具ホルダ５を取り外し、該工具ホルダ５を工具マガジンに移動させる。
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ＡＴＣフィンガー及び工具マガジンが主軸３から退避すると、制御装置は、回転系Ｒの振
れが最小となる主軸３の位相（ａｎｇｌｅ）として入力されている角度に主軸３の割り出
しを行う。着脱機構７は、ＡＴＣフィンガーが工具マガジンから工具ホルダ５を取り出し
、回転系Ｒの振れが最小となる位相で工具ホルダ５を主軸に装着する。ＡＴＣフィンガー
及び工具マガジンが主軸３から退避して、主軸３への工具６の装着を終了する。
【００５５】
　本発明の振れ修正方法は、上記（１）～（７）の工程によって、主軸３と工具ホルダ５
の関係において工具６又は回転系Ｒの振れ又は振動が最小になる工具ホルダ５の位相を自
動的に検出することができ、工具６又は回転系Ｒの振れ又は振動が最も小さくなる位相で
工具ホルダ５を自動的に装着することができる。
【００５６】
　本発明の振れ修正方法は、振れ比較工程が、それぞれの位相において測定した回転系Ｒ
の振れを予め定めた振れの許容値と比較する工程を備え、振れ修正工程が、回転系Ｒの振
れ又は振動が該許容値以下になった位相で工具ホルダ５を主軸３に装着する構成にしても
よい。また、発明の振れ修正方法は、工具３の振れと主軸３の振動が共に許容値以下にな
った位相で工具ホルダ５を主軸３に装着するようにしてもよく、工具３の振れと主軸３の
振動に優先順位をつける又は重み付けをして位相を決定するようにしてもよい。
【００５７】
　本発明の振れ修正方法は、振れ比較工程が、それぞれの位相において測定した回転系Ｒ
の振れを予め定めた振れの許容値と比較する工程を備え、該工程で比較した回転系Ｒの振
れが全ての位相において該許容値を上回った場合に、工具ホルダ５から工具６を取り外し
、工具ホルダ５に対して工具６の位相を変えて該工具６を装着する工具位相変更工程を有
し、回転系Ｒの振れが該許容値以下になるまで工具位相変更工程と、振れ測定工程と、振
れ比較工程と、を繰り返す構成にしてもよい。工具位相変更工程は、機械で工具６の位相
を変えるものでもよく、人手で工具６の位相を変えるものでもよい。
【符号の説明】
【００５８】
　１　工作機械
　２　テーブル
　３　主軸
　３ａ　回転軸
　４　主軸ハウジング
　５　工具ホルダ
　６　工具
　７　着脱機構
１０　振れセンサ
１１　光学センサ
１２　振動センサ
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